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【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　主翼（２０）と、前記主翼（２０）に統合される補助翼（１０）と、前記補助翼（１０
）の下面に配置されるスロット可変装置（１６；２６；３６；４６）とを備える航空機翼
であって、
　前記主翼（２０）は、主翼上面（２２）と、主翼下面（２３）と、流れ（Ｓ）に面する
主翼ノーズエリア（２１）とを有し、
　前記補助翼（１０）は、前記流れ（Ｓ）に面する補助翼ノーズエリア（１１）と、前記
主翼ノーズエリア（２１）に面する補助翼背面領域（１２）とを有し、前記補助翼（１０
）は、前記主翼ノーズエリア（２１）と前記補助翼背面領域（１２）の間のスロット（９
）が変化すると、後退状態と伸展状態の間を移動可能であり、
　前記スロット可変装置（１６；２６；３６；４６）は、前記補助翼（１０）が伸展状態
の場合に前記補助翼の輪郭に沿い、前記補助翼（１０）が後退状態の場合に前記主翼（２
０）と前記補助翼（１０）の間のスロット領域（９）を下面において少なくとも部分的に
覆い、
　前記スロット可変装置（１６；２６；３６；４６）は、前記補助翼ノーズエリア（１１
）と前記補助翼背面領域（１２）の間のプロファイル遷移部に配置され、
　前記プロファイル遷移部は、前記補助翼（１０）が伸展状態の場合に湾曲した空気力学
的プロファイルの一部をなす湾曲構造と、前記補助翼（１０）が後退状態の場合に前記主
翼（２０）と前記補助翼（１０）の間のスロット領域（９）を下面において少なくとも部
分的に覆う伸展構造との間で可変であり、
　前記スロット可変装置（１６；２６；３６；４６）は、翼のプロファイル翼弦方向の少
なくとも所々で弾性的に曲がるように設計されるか、あるいは前記スロット可変装置（１
６）の曲率が柔軟に可変する
ことを特徴とする、航空機翼。
【請求項２】
　前記プロファイル翼弦方向において、前記スロット可変装置（１６）の前端は、前記補
助翼（１０）に固定される、
　請求項１記載の航空機翼。
【請求項３】
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　主翼（２０）と、前記主翼（２０）に統合される補助翼（１０）と、前記補助翼（１０
）の下面に配置されるスロット可変装置（１６；２６；３６；４６）とを備える航空機翼
であって、
　前記主翼（２０）は、主翼上面（２２）と、主翼下面（２３）と、流れ（Ｓ）に面する
主翼ノーズエリア（２１）とを有し、
　前記補助翼（１０）は、前記流れ（Ｓ）に面する補助翼ノーズエリア（１１）と、前記
主翼ノーズエリア（２１）に面する補助翼背面領域（１２）とを有し、前記補助翼（１０
）は、前記主翼ノーズエリア（２１）と前記補助翼背面領域（１２）の間のスロット（９
）が変化すると、後退状態と伸展状態の間を移動可能であり、
　前記スロット可変装置（１６；２６；３６；４６）は、前記補助翼（１０）が伸展状態
の場合に前記補助翼の輪郭に沿い、前記補助翼（１０）が後退状態の場合に前記主翼（２
０）と前記補助翼（１０）の間のスロット領域（９）を下面において少なくとも部分的に
覆い、
　前記スロット可変装置（１６；２６；３６；４６）は、前記補助翼ノーズエリア（１１
）と前記補助翼背面領域（１２）の間のプロファイル遷移部に配置され、
　前記プロファイル遷移部は、前記補助翼（１０）が伸展状態の場合に湾曲した空気力学
的プロファイルの一部をなす湾曲構造と、前記補助翼（１０）が後退状態の場合に前記主
翼（２０）と前記補助翼（１０）の間のスロット領域（９）を下面において少なくとも部
分的に覆う伸展構造との間で可変であり、
　前記プロファイル翼弦方向において、前記スロット可変装置（２６；３６；４６）の前
端は、前記補助翼（１０）に対して翼幅方向に延びる軸線周りに回転可能なように搭載さ
れ、
　前記補助翼（１０）が伸展状態の場合に前記補助翼ノーズエリア（１１）から前記補助
翼背面領域（１２）までの湾曲したプロファイル遷移部をなす湾曲部（２６；３８；４８
）を備え、
　前記補助翼（１０）が後退状態の場合、前記主翼（２０）と前記補助翼（１０）の間の
スロット領域（ｇ）を下面において少なくとも部分的に覆う伸展部（２９；３９；４９）
を、前記プロファイル翼弦方向の後端に備える
ことを特徴とする、航空機翼。
【請求項４】
　前記スロット可変装置（１６；２６；３６；４６）は、前記主翼（２０）と前記補助翼
（１０）の間に作用する空気力学的な力によって、前記湾曲構造と前記伸展構造の間で可
変にされる、
　請求項１乃至３何れか一項記載の航空機翼。
【請求項５】
　前記スロット可変装置（１６；２６；３６；４６）は、前記スロット可変装置（１６；
２６；３６；４６）に連結された駆動装置（１７；２７；３７；４７）によって、前記湾
曲構造と前記伸展構造の間で可変にされる、
　請求項１乃至３何れか一項記載の航空機翼。
【請求項６】
　前記駆動装置（３７）は、前記スロット可変装置（２６）に配置される、
　請求項５記載の航空機翼。
【請求項７】
　前記駆動装置（３７）は、前記補助翼ノーズエリア（１１）から前記補助翼背面領域（
１２）までの湾曲したプロファイル遷移部をなす、前記スロット可変装置（２６）の湾曲
部（２８）に配置される、
　請求項６記載の航空機翼。
【請求項８】
　前記駆動装置（４７）は、前記補助翼（１０）の伸展時と後退時に前記スロット可変装
置（４６）が正方向の動作を行う場合、前記主翼（２０）に対する前記補助翼（１０）の



(3) JP 2010-512274 A5 2011.2.3

移動に、運動学的に連結される、
　請求項５乃至７何れか一項記載の航空機翼。
【請求項９】
　前記駆動装置（４７）は、前記補助翼（１０）が前記主翼（２０）に統合されるのに用
いられるレールに、運動学的に連結される、
　請求項８記載の航空機翼。
【請求項１０】
　主翼（２０）と、前記主翼（２０）の背面に配置される補助翼（７０）と、スロット可
変装置（７６）とを備える航空機翼であって、
　前記主翼（２０）は、主翼上面（２２）と、主翼下面（２３）と、空気力学的形状の主
翼背面領域（２５）とを有し、
　前記補助翼（７０）は前記主翼（２０）に統合され、前記補助翼（７０）は、前記主翼
背面領域（２５）に面する空気力学的形状の補助翼ノーズエリア（７１）を有し、前記補
助翼（７０）は、後退状態と伸展状態の間で移動することによって、前記主翼背面領域（
２５）と前記補助翼ノーズエリア（７１）の間のスロット領域（７９）を開くことができ
、
　前記スロット可変装置（７６）は前記主翼背面領域に配置され、前記スロット可変装置
（７６）は、前記補助翼（７０）の伸展時には前記主翼（２０）の空気力学的プロファイ
ルの一部をなし、前記補助翼（７０）が後退状態の場合に前記スロット可変装置（７６）
が前記主翼下面（２３）と前記主翼背面領域（２５）の間のプロファイル遷移部に配置さ
れた状態で、前記主翼（２０）と前記補助翼（７０）の間のスロット領域（７９）を下面
において少なくとも部分的に覆い、前記スロット可変装置（７６）は、前記補助翼（７０
）が伸展状態の場合に前記主翼下面（２３）から前記主翼背面領域（２５）までの湾曲し
たプロファイル遷移部において前記主翼（２０）の空気力学的プロファイルの一部をなす
湾曲構造と、前記補助翼（７０）が後退状態の場合に前記主翼（２０）と前記補助翼（７
０）の間のスロット領域（７９）を下面において少なくとも部分的に覆う伸展構造との間
で可変であり、
　前記スロット可変装置（７６）は、翼のプロファイル翼弦方向の少なくとも所々で弾性
的に曲がるように設計されるか、あるいは前記スロット可変装置（７６）の曲率が柔軟に
可変することを特徴とする、航空機翼。
【請求項１１】
　前記プロファイル翼弦方向において、前記スロット可変装置（７６）の前端は、前記主
翼（２０）に固定される、
　請求項１０記載の航空機翼。
【請求項１２】
　主翼（２０）と、前記主翼（２０）の背面に配置される補助翼（７０）と、スロット可
変装置（７６）とを備える航空機翼であって、
　前記主翼（２０）は、主翼上面（２２）と、主翼下面（２３）と、空気力学的形状の主
翼背面領域（２５）とを有し、
　前記補助翼（７０）は前記主翼（２０）に統合され、前記補助翼（７０）は、前記主翼
背面領域（２５）に面する空気力学的形状の補助翼ノーズエリア（７１）を有し、前記補
助翼（７０）は、後退状態と伸展状態の間で移動することによって、前記主翼背面領域（
２５）と前記補助翼ノーズエリア（７１）の間のスロット領域（７９）を開くことができ
、
　前記スロット可変装置（７６）は前記主翼背面領域に配置され、前記スロット可変装置
（７６）は、前記補助翼（７０）の伸展時には前記主翼（２０）の空気力学的プロファイ
ルの一部をなし、前記補助翼（７０）が後退状態の場合に前記スロット可変装置（７６）
が前記主翼下面（２３）と前記主翼背面領域（２５）の間のプロファイル遷移部に配置さ
れた状態で、前記主翼（２０）と前記補助翼（７０）の間のスロット領域（７９）を下面
において少なくとも部分的に覆い、前記スロット可変装置（７６）は、前記補助翼（７０
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）が伸展状態の場合に前記主翼下面（２３）から前記主翼背面領域（２５）までの湾曲し
たプロファイル遷移部において前記主翼（２０）の空気力学的プロファイルの一部をなす
湾曲構造と、前記補助翼（７０）が後退状態の場合に前記主翼（２０）と前記補助翼（７
０）の間のスロット領域（７９）を下面において少なくとも部分的に覆う伸展構造との間
で可変であり、
　前記プロファイル翼弦方向において、前記スロット可変装置（７６）の前端は、前記ス
ロット可変装置（７６）が前記主翼（２０）に対して翼幅方向に延びる軸線周りに回転可
能になるよう搭載され、
　前記補助翼（７０）が伸展状態の場合に前記主翼下面（２３）から前記主翼背面領域（
２５）までの湾曲したプロファイル遷移部をなす湾曲部（７８ａ）を備え、
　前記補助翼（７０）が後退状態の場合、前記主翼（２０）と前記補助翼（７０）の間の
スロット領域（７９）を下面において少なくとも部分的に覆う伸展部（７８ｂ）を、前記
プロファイル翼弦方向の後端に備える
ことを特徴とする、航空機翼。
【請求項１３】
　前記スロット可変装置（７６）は、前記主翼（２０）と前記補助翼（１０）の間に作用
する空気力学的な力によって、前記湾曲構造と前記伸展構造の間で可変にされる、
　請求項１０乃至１２何れか一項記載の航空機翼。
【請求項１４】
　前記スロット可変装置（７６）は、前記スロット可変装置に連結された駆動装置によっ
て、前記湾曲構造と前記伸展構造の間で可変にされる、
　請求項１０乃至１２何れか一項記載の航空機翼。
【請求項１５】
　前記駆動装置は、前記スロット可変装置（７６）に配置される、
　請求項１４記載の航空機翼。
【請求項１６】
　前記駆動装置は、前記主翼下面（２３）から前記主翼背面領域（２５）までの湾曲した
プロファイル遷移部をなす前記スロット可変装置（７６）の湾曲部（７８ｂ）に配置され
る、
　請求項１５記載の航空機翼。
【請求項１７】
　前記駆動装置は、前記前記補助翼（７０）の伸展時と後退時に前記スロット可変装置（
７６）が正方向の動作を行う場合、前記主翼（２０）に対する前記補助翼（７０）の移動
に、運動学的に連結される、
　請求項１４乃至１６何れか一項記載の航空機翼。
【請求項１８】
　前記駆動装置は、前記補助翼（７０）が前記主翼（２０）に統合されるのに用いられる
レールに、運動学的に連結される、
　請求項１７記載の航空機翼。
【請求項１９】
　前記スロット開閉装置（１６；２６；３６；４６）を操作するために、操作装置（４）
が設けられ、
　前記操作装置（４）は、迎角もしくは速度の機能として、または迎角もしくは速度と同
等のパラメータ機能として、流れが通過するスロット（９）を開くのに用いられる制御装
置（６）を備える、
　請求項１乃至１８何れか一項記載の航空機翼。
【請求項２０】
　前記補助翼は、前縁スラットである、
　請求項１乃至９何れか一項記載の航空機翼。
【請求項２１】
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　前記補助翼は、後縁フラップである、
　請求項１０乃至１８何れか一項記載の航空機翼。
【請求項２２】
　前記航空機翼は、制御装置（６）、第１アクチュエータ装置（５ａ）、および第２アク
チュエータ装置（５ｂ）を伴う操作装置（４）を有し、
　前記制御装置（６）は、フラップ２を駆動する前記第１アクチュエータ装置（５ａ）に
第１命令線（８ａ）によって接続されるとともに、スロット開閉装置を駆動する前記第２
アクチュエータ装置（５ｂ）に第２命令線（８ｂ）によって接続され、
　前記制御装置（６）は、前記第１アクチュエータ装置（５ａ）の動作信号と、前記第２
アクチュエータ装置（５ｂ）の動作信号とを生成する作動命令機能を有する、
　請求項１乃至２１何れか一項記載の航空機翼。
【請求項２３】
　前記作動命令機能は、航空機システム装置から操作データを受信するための入力モジュ
ールを備え、
　前記作動命令機能は、これらの入力データに基づき、フラップ位置とスロット開閉装置
の位置とを計算し、計算したフラップ位置とスロット開閉装置の位置とを、前記第１アク
チュエータ装置（５ａ）と前記第２アクチュエータ装置（５ｂ）とに送信する機能を含む
、
　請求項２２記載の航空機翼。
【請求項２４】
　前記操作データは、飛行状態、または航空機の操作システムモードを定義する、
　請求項２３記載の航空機翼。
【請求項２５】
　前記操作データは、高度、航空機位置、および速度のうちの少なくとも１つを含む、
　請求項２４記載の航空機翼。
【請求項２６】
　前記操作データは、航空機の安全データを含む、
　請求項２４または２５記載の航空機翼。
【請求項２７】
　前記操作データは、前記第２アクチュエータ装置（５ｂ）を閉位置または開位置にする
命令を含む、
　請求項２５または２６記載の航空機翼。
【請求項２８】
　前記操作装置は、予め定義された操作データが、フラップの公称位置とスロット開閉装
置の公称位置の少なくとも一つに関係して設定されたテーブルを有し、
　前記操作装置は比較機能を有し、前記比較機能によって、受信した操作データに基づき
、フラップ位置とスロット開閉装置の位置の少なくとも一つ、すなわちどの位置が命令さ
れているかを識別し、
　前記操作装置は、フラップとスロット開閉装置の少なくとも一つへの伝送のために、フ
ラップ位置とスロット開閉装置の位置の少なくとも一つを、命令装置に送信する機能、あ
るいはフラップ位置とスロット開閉装置の位置の少なくとも一つを、フラップとスロット
開閉装置の少なくとも一つに送信する機能とを含むことを特徴とする、
　請求項２１乃至２７何れか一項記載の航空機翼。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００５】
【特許文献１】独国特許出願公開第１４－８１－５７８号明細書



(6) JP 2010-512274 A5 2011.2.3

【特許文献２】独国特許出願公開第１０－２００４－０５８－５３７号明細書
【特許文献３】独国特許発明第１９９－２５－５６０－８４号明細書
【特許文献４】独国特許出願公開第１０－２００４－０５６－５３７号明細書
【特許文献５】英国特許第２－０９６－５５１号明細書
【特許文献６】英国特許第２－００３－０９８号明細書
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